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平成 １９年 ３月期    中間決算短信（連結）       平成１８年１０月２６日 
上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社              上場取引所           東 
コ ー ド 番 号         1767                                  本社所在都道府県     東京都 
（ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 佐野 勝彦 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 大島 秀介    ＴＥＬ(03)3740－2111 
決算取締役会開催日 平成 18 年 10 月 26 日 
親会社等の名称 沖電気工業株式会社（コード番号：6703）親会社等における当社の議決権所有比率 54.4％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                           (記載金額は百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

     9,907  △5.6 
    10,498   3.4 

     △94    ― 
      21  △70.7 

     △37    ― 
       67  △48.4 

18 年 3 月期     26,382       826       910 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

     △60    ― 
      47  340.0 

        △5.02  
         3.97 

         － 
         － 

18 年 3 月期       517          42.86          － 
(注)①持分法投資損益   18 年 9 月中間期  －百万円 17 年 9 月中間期   －百万円 18 年 3 月期   －百万円 
    ②期中平均株式数(連結)18年9月中間期 12,072,776株 17年9月中間期  12,087,771株 18年3月期 12,083,127株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

     22,907 
     21,823 

     13,134 
     12,721 

57.3 
58.3 
    1,087.60 
    1,052.72 

18 年 3 月期      24,963      13,309 53.3     1,102.35 
(注)期末発行済株式数（連結）18年9月中間期 12,072,260 17年9月中間期 12,084,160株 18年3月期 12,073,560株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

     1,217 
     1,559 

      △75 
      112 

     △263 
     △155 

     6,822 
     6,264 

18 年 3 月期      1,336        25      △166      5,943 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  5 社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   1 社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 （除外）   －社 
 
２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期         30,000           940          480 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  39 円 76 銭 

（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでい
ます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さ
い。なお、上記予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。 
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 添 付 資 料  

 １. 企 業 集 団 の 状 況  

当社グループは、当社、親会社、子会社、関連会社等で構成されており、その主な内容と各社の当

該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

当社は、情報通信システム、電気設備、その他これらに関連する事業を行っております。 

親会社沖電気工業㈱は、情報通信システム、電子デバイス、その他の製造及び販売を事業としてお

り、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 

連結子会社芝浦沖電設㈱は、当社が受注した電気設備工事の一部の設計施工及びサポートサービス

を中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーテムは、当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工及びサポートサ

ービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーケーエンタプライズは、建設資材の販売、車両・事務機器等のリース及び不動産

賃貸事業を行っております。 

連結子会社沖テレコム㈱は、ノーテルネットワークス社製の通信機器の販売並びにこれらに関する

設計施工及びサポートサービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱システムインテックは、無線技術をベースとした情報通信システム関連のコンサルテ

ィング、設計、施工、試験調整、保守運用サービス業務を中心に事業を行っております。 

非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱は、通信サービス事業並びに情報通信システム工事の設計施工

及びサポートサービス事業を行っております。 

関連会社九州沖通信機㈱は、沖電気工業㈱製品の販売並びにこれらに関する施工等を行うとともに、

当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工及びサポートサービス等の事業を行っており

ます。 

親会社の子会社㈱沖電気カスタマアドテックは、情報処理機器のサポートサービス及び販売を事業

としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 

 

事業の系統図は概ね次のとおりであります。 
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 ２.経営方針並びに経営成績及び財政状態  

Ⅰ．経営方針 

１．経営の基本方針 

当社グループは、情報通信システム分野と電気設備分野を事業の両輪として、長年培ってきた

両事業分野の実績と強みを活かし、激変する技術革新を先取りし、事業環境の変化に迅速に対応

すべく、グループ全体をあげて積極的に受注・売上・収益の最大化を目指し、「攻めの経営の加

速」を推進しております。お客様の多様化・高度化するニーズに応え、高品質で顧客満足度の高

い幅広いサービスの提供を行い、企業価値の向上に努めていくことを経営の基本方針としており

ます。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、安定配当を基本としつつ、株主の皆様への利益還元と、将来の事業展開のため内部留

保とのバランスを考慮し、配当を行うことを基本方針としております。 

 

３．中長期的経営戦略と会社の対処すべき課題 

建設市場の縮小傾向は、わが国経済の中長期的構造変化に伴うもので、景気は企業業績の好調

さを受け回復持続にあるものの、大幅な市場回復は望めないものと考えられます。一方、情報通

信システム分野はブロードバンド化やＩＰ化・モバイル化の急速な進展の中で様々なネットワー

ク関連ビジネスが拡大してきております。 

このような環境のもと、中期経営計画の基本方針である、①顧客に密着した営業展開、②サー

ビス体制の強化、③施工生産性の向上、④活力ある組織作り、⑤経営管理体制の強化、に基づき

経営改革を積極的に遂行中であります。 

また、５月施行の会社法に基づいた「内部統制システムの基本方針」に則った当社グループの

管理体制強化を重要課題と位置付けし、これに取り組んでまいります。 

 

４．親会社等に関する事項 

(1)親会社等の商号等 

親 会 社 等 属 性 親会社等の議決権 

所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が 
上場されている証券取引所等 

沖電気工業株式会社 親 会 社 ５４．４ 
 （ ０．４ ） 

株式会社東京証券取引所 市場第一部 
株式会社大阪証券取引所 市場第一部 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

 
(2)親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他の上場会社と親会社等との関係 

当社は、沖電気グループに属しております。沖電気工業㈱及び沖電気グループ各社との関係

においては、事業運営及び取引では独立性を保つことを基本としておりますが、当社の事業領

域であります情報通信システム分野の販売・施工・サービスにおいて協力関係を保つ必要があ

ると認識しております。そのため、親会社の経営諸施策及び技術情報の入手や共有化を目的と

して、親会社から執行役員１名が取締役に就任しております。その就任状況は、当社独自の経

営判断を妨げるものではないと認識しております。また、公正で客観的な立場から取締役の業

務執行を監査する目的として、親会社の取締役１名、監査役１名、従業員１名が当社の監査役

を兼務いたしております。 

今後も当社は、沖電気グループと協力関係を維持継続していく方針でありますが、企業グル

ープにおける事業の棲み分けがなされており、一定の独立性が確保されていると考えておりま

す。 
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Ⅱ．経営成績 
１．当上半期の概況 

完 成 工 事 高 ：   ９９億７百万円 （前年同期比  ５．６％減）

営 業 損 失 ：    ９４百万円 （前年同期比５３６．６％減）

経 常 損 失 ：    ３７百万円 （前年同期比１５５．６％減）

中 間 純 損 失 ：   ６０百万円 （前年同期比２２６．３％減）

１株当たり中間純損失 ：   ５円２銭 （前年同期比 ８円９８銭減）

 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の収益改善を背景に、設備投資の増加や雇用

情勢の改善に加え、個人消費の回復傾向など民間需要を中心に回復基調にて推移いたしました。 

当社グループの事業領域におきましては、公共工事は総じて低調に推移いたしましたが、民間

工事においては設備投資の増加により、活発な需要情勢にて推移いたしました。しかしながら、

一方では受注競争はますます激化し、特に価格競争においては、大変厳しい状況となりました。 

このような事業環境ではありますが、当社グループは、受注・売上・収益の最大化を目指し、

顧客重視の「攻めの経営の加速」を展開してまいりました。 

当中間連結会計期間の連結完成工事高は、前年同期比 5.6％減の 99 億７百万円となりました。 

情報通信システム部門につきましては、モバイルセントレックスの需要の拡大に対応し、

受注に向けて営業強化したこと、映像監視システム等のセキュリティ関連工事やネットワー

ク構築工事等に注力したことにより、受注拡大を図りました。また、無線技術の強化と事業

領域の拡大など、シナジー効果を図るため、本年７月に㈱システムインテックを子会社化し、

積極投資を行ってまいりましたが、連結完成工事高は、通信キャリア市場でのネットワーク

構築工事が一段落したこと等により、前年同期比3.5％減の 62億 40百万円（構成割合63.0％）

となりました。 
電気設備部門につきましては、リニューアル工事及びビルマネジメントシステム工事の受

注は順調に推移しましたが、公共工事の減少や工事完成時期の下期偏重により、連結完成工

事高は、前年同期比 10.7%減の 35 億 77 百万円（構成割合 36.1%）となりました。 
その他部門の連結完成工事高につきましては前年同期比 272.7%増の 88百万円（構成割合 0.9%）

となりました。 

保守サービス分野につきましては、本年９月に、より良いサポートサービスの提供と顧客獲得

を目的としたカスタマサポートセンタをフレキシブルなワークステーションとしてショールー

ム化し、積極的に資源を投入いたしました。また、「24 時間 365 日、安全・安心・確実」をお客

様に提供すべく、全国ネットのリモートメンテナンスサービス体制を中心とした様々なサービス

及び更なる顧客満足の創出に努めてまいりました。 

収益につきましては、プロジェクト単位のプロセス管理を徹底し、ロストコストの排除、資材

調達価格の低減を中心にコスト競争力の強化に努めてまいりましたが、厳しい価格競争により経

常損失は前年同期比１億５百万円減の 37 百万円、中間純損失は前年同期比１億８百万円減の 60

百万円（前年同期は特別利益として固定資産売却益 77 百万円を計上いたしました。）になりまし

た。 

なお、単独の業績につきましては、当期の受注工事高は、前年同期比 2.3%減の 112 億 32 百万

円（情報通信システム部門は前年同期比 0.4%増の 67 億 81 百万円、電気設備部門は前年同期比

6.1%減の 44 億 50 百万円）、完成工事高は前年同期比 9.1%減の 90 億 69 百万円（情報通信システ

ム部門は前年同期比 8.2%減の 55 億 88 百万円、電気設備部門は前年同期比 10.6%減の 34 億 81 百

万円）、経常損失は前年同期比１億４百万円減の 14 百万円、中間純損失は前年同期比１億７百万

円減の 31 百万円となりました。 

当中間期の配当につきましては、安定配当の基本方針に基づき、前年の中間配当と同様１株当

たり４円といたしました。 
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業績推移     （単位：百万円）

 
第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間
平成 17 年 9 月期

第 47 期中間
平成 18 年 9 月期

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期

完 成 工 事 高 １０，１５２ １０，４９８ ９，９０７ ２８，６８２ ２６，３８２

経常利益（損失△） １３１ ６７ △３７ １，０８８ ９１０

中 間 ( 当 期 ) 

純 利 益 ( 損 失 △ )
１０ ４７ △６０ ４８８ ５１７

1 株当たり中間（当期）

純利益 (損失△ ) (円 )
０．９０ ３．９７ △５．０２ ４０．３９ ４２．８６

自 己 資 本

当 期 純 利 益 率 ( % )
３．９ ４．０

総資産経常利益率(%) ４．２ ３．６

株 価 収 益 率 ( 倍 )

 

１４．６ １７．０

従 業 員 数 （ 人 ） ７４７ ７２２ ７４６ ７１２ ６８７

 

２．通期の見通し 
日本経済は景気の底堅さを背景に民需主導の息の長い、緩やかな景気拡大が続くと見込まれま

すが、米国景気の減速や原油価格の高止まりなどのリスク要因が懸念されます。 
当社グループの事業領域であります建設市場は、平成 18 年度の建設投資の見通しによります

と、昨年に比し減少傾向にあります。民間設備投資は増加が見込まれておりますが、公共投資の

減少が顕著であり、引き続き厳しい状況が続くと思われます。 
このような事業環境のもと、情報通信システム部門につきましては、モバイルセントレックス

の需要はますます加速されることが見込まれ、当社グループの事業領域におきましても需要拡大

が予想されます。ＳＳ９１００やＩＰｓｔａｇｅシリーズ等、大企業から小規模オフィスまで、

幅広い規模に対応できる充実した製品ラインナップによる商品を拡販するため、当社の営業・Ｓ

Ｅ・施工・保守サービスの一貫体制の強みを活かし、事業活動を展開してまいります。 
電気設備部門につきましては、民間設備投資の増加傾向により、工場・倉庫等、新規物件の引

合いが増えております。重要顧客・新規顧客への提案力の強化、リニューアル工事への注力、ビ

ルマネジメントシステム事業の強化などを通じ、採算面に重点を置いた受注拡大に努めてまいり

ます。 
保守サービス分野につきましては、保守契約先の拡大を目指し、保守契約の締結を積極的に提

案してまいります。また、カスタマサポートセンタを有効活用することにより、保守サービス事

業の強化・拡大を図り、より一層の顧客満足の向上を目指してまいります。 
 
急激な技術革新をいち早く取り込み、拡大するビジネスチャンスを確実に捉え、情報通信シス

テム部門と電気設備部門の二本柱の強みと、充実した保守サービス体制を備えたワンストップサ

ービスを提供する企業グループとして、顧客重視の営業を推進するとともに、受注・売上・収益

の最大化を目指した「攻めの経営の加速」を展開してまいります。また、採算性に重点をおいた

受注活動を徹底し、厳しい競争環境に打ち勝つためにプロジェクト単位のコスト管理、施工管理

技術の高度化、工程進捗管理の徹底など、コスト削減を図り、更なるコスト競争力の強化に努め

てまいります。 
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通期（平成 19 年３月期）の業績見通しは、次のとおりであります。 

 

 ①連結業績見通し 完 成 工 事 高： ３００億円  （前期比 １３．７%増） 

  営 業 利 益：   ８億８千万円  （前期比  ６．５%増） 

  経 常 利 益：   ９億４千万円  （前期比  ３．２%増） 

  当 期 純 利 益：   ４億８千万円 （前期比  ７．３%減） 

        

 ②単独業績見通し 完 成 工 事 高： ２７１億円  （前期比  ７．６%増） 

  営 業 利 益：   ８億円 （前期比  ６．７%増） 

  経 常 利 益：   ８億９千万円 （前期比  ２．３%増） 

  当 期 純 利 益：     ４億６千万円 （前期比  ６．３%減） 

※ 前述の業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を

含んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績見通しは大きく異なる結果となり得ることを

ご承知おき下さい。 

 

Ⅲ．財政状態 

１．当上半期の概況 

当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、手持工事の増加による未成工事支出金の増

加等により、前年同期に比し３億 41 百万円キャッシュ・イン減の 12 億 17 百万円のキャッシュ・

インとなりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得を中心に、

前年同期に比し１億 87 百万円キャッシュ・アウト増の 75 百万円のキャッシュ・アウトとなりま

した。営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリ

ーキャッシュ・フローは、前年同期に比し５億 29 百万円キャッシュ・イン減の 11 億 42 百万円

のキャッシュ・インとなりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により、前年同期に比し１億８

百万円キャッシュ・アウト増の２億 63 百万円のキャッシュ・アウトとなりました。この結果、「現

金及び現金同等物の中間期末残高」は、期首より８億 79 百万円増加し 68 億 22 百万円となりま

した。 

 
財政状態推移     （単位：百万円）

 
第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間
平成 17 年 9 月期

第 47 期中間
平成 18 年 9 月期

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期

純 資 産 額 １２，１４５ １２，７２１ １３，１３４ １２，７０２ １３，３０９

総 資 産 額 ２１，６１０ ２１，８２３ ２２，９０７ ２５，８１９ ２４，９６３

1 株当たり純資産額(円) １，００４．３２ １，０５２．７２ １，０８７．６０ １，０５０．７８ １，１０２．３５

自 己 資 本 比 率 ( % ) ５６．２ ５８．３ ５７．３ ４９．２ ５３．３

営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
１，４９０ １，５５９ １，２１７ １４４ １，３３６

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
３ １１２ △    ７５ △   １８５ ２５

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
４２ △   １５５ △   ２６３ ８９ △   １６６

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
６，２３５ ６，２６４ ６，８２２ ４，７４７ ５，９４３
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２．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 
第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間
平成 17 年 9 月期

第 47 期中間
平成 18 年 9 月期

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) ５６．２ ５８．３ ５７．３ ４９．２ ５３．３

時 価 ベ  ー  ス  の 

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) 
２５．２ ３８．７ ３１．６ ２７．５ ３５．３

債 務 償 還 年 数 ( 年 ) ０．３ ２．２ ０．４ ３．８ ０．４

イ ン タ レ ス ト ・ 

カバレッジ・レシオ 
５２１．３ ６０１．１ ５１０．５ ２６．２ ３０５．７

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。なお、中間期における債務償還年数の計算につきましては、中間期末に至る

１年間の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

  有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 

 

３．事業等のリスク 
当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには、様々な要因があり、

当社グループの事業展開上可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、当社

グループでコントロールできない外部要因を除いて、事業上のリスクとして具体化する可能性が

必ずしも高くないと思われる事項を含め、投資判断上重要と考えられる事項について以下へ記載

しております。 

なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信提出日（平成 18 年 10 月 26 日）現在

において当社グループが判断したものであります。 

 

(1)法的規制について 

当社グループは、我が国における各種法令の遵守に向け「コンプライアンス体制の整備」、「コ

ーポレートガバナンスの充実」等の構築に取組んでおります。特に、建設業における「公共工

事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成 13 年４月施行）を踏まえ建設業法遵守

に向け、モニタリング・事例研究等による定期的な教育及び監視活動を実施しております。し

かしながら、万が一にも各種法令等の違反が起こった場合には、監督官庁他からの行政処分等

を受けることになり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2)特定取引先について 

当社グループは、当社の親会社であります沖電気工業㈱並びに沖電気工業グループ企業の情

報通信システム分野の施工・サービスを一部請負っております。従いまして親会社並びに沖電

気工業グループ企業の受注動向によっては当社グループの業績が影響を受ける可能性がありま

す。 

 

(3)業績の季節変動について 

当社グループの連結完成工事高は、建設業の特徴であります完成引渡しが著しく下半期に集

中する傾向にあり、契約工期等の変更が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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(4)個人情報保護について 

当社グループは、事業活動の過程において入手した顧客情報等の個人情報を取り扱っており

ます。個人情報保護につきましては、慎重を期して諸施策を講じております。しかしながら万

一個人情報の漏洩等があれば、顧客をはじめ対外的な信用を失うことになり、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5)その他偶発的事象について 

当社グループは、事業を展開している中で起こりうる偶発的事象の結果、係争事案による賠

償義務等が発生することも考えられます。そのことによって当社グループの業績に影響を及ぼ

すことにつきましても同様の可能性があります。 
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３．中 間 連 結 財 務 諸 表 等  

１．中間連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
(平成 18 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 18 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 
    

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 
       

Ⅰ 流 動 資 産       
       

現 金 預 金 １，６１８  ２，１６３  ２，１４２ 
       

受 取 手 形 ・ 
完成工事未収入金等 ５，７６４  ６，４６２  １０，２４４ 

       

有 価 証 券 ５，２０３  ４，１０１  ３，８０１ 
       

未成工事支出金等 ２，５７６  １，５８９  １，１３５ 
       

そ の 他 ４９３  ４３５  ４１０ 
       

 貸 倒 引 当 金 △   １３  △   ２５  △    ２５ 
       
       

流 動 資 産 合 計 １５，６４３ ６８．３ １４，７２５ ６７．５ １７，７０９ ７０．９ 
       

Ⅱ 固 定 資 産       
       

１ 有 形 固 定 資 産     
       

建 物 ・ 構 築 物 ７１７  ７３４  ７１０ 
       

機 械 ・ 運 搬 具 ・ 
工 具 器 具 備 品 ３１４  ２６３  ２４８ 

       

土 地 ２，５１３  ２，５１３  ２，５１３ 
       
       

有 形 固 定 資 産 計 ３，５４５  ３，５１２  ３，４７３  
       

２ 無 形 固 定 資 産 １５３  １３６  １３４  
       

３ 投資その他の資産    
       

投 資 有 価 証 券 １，６７８  １，４７２  １，７９４ 
       

繰 延 税 金 資 産 ９０４  ９９８  ８７３ 
       

そ の 他 １，１００  １，０９３   １，０９２ 
       

 貸 倒 引 当 金 △   １１８  △   １１６  △   １１４ 
       
       

投資その他の資産計 ３，５６４  ３，４４８  ３，６４５  
       
       

固 定 資 産 合 計 ７，２６３ ３１．７ ７，０９７ ３２．５ ７，２５４ ２９．１ 
       
       

資 産 合 計 ２２，９０７ １００．０ ２１，８２３ １００．０ ２４，９６３ １００．０ 
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（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
(平成 18 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 18 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 
    

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 
       

Ⅰ 流 動 負 債       
       

支 払 手 形 ・ 
工 事 未 払 金 等 ４，６４６  ４，３０１  ６，６０８ 

       

短 期 借 入 金 ３７４  ４３０  ５０５ 
       

未 成 工 事 受 入 金 ６７１  ３８２  ３１５ 
       

完成工事補償引当金 ７  ７  ７ 
       

工 事 損 失 引 当 金 ７８  ―  ― 
       

そ の 他 １，１９８  １，１４１  １，３９０ 
       
       

流 動 負 債 合 計 ６，９７７ ３０．５ ６，２６２ ２８．７ ８，８２６ ３５．４ 
       

Ⅱ 固 定 負 債       
       

長 期 借 入 金 ０  ３０  ０ 
       

退 職 給 付 引 当 金 ２，６４８  ２，６８６  ２，６７３ 
       

役員退職慰労引当金 １３４  １０９  １４１ 
       

そ の 他 １２  １２  １２ 
       
       

固 定 負 債 合 計 ２，７９５ １２．２ ２，８３９ １３．０ ２，８２７ １１．３ 
       
       

負 債 合 計 ９，７７２ ４２．７ ９，１０１ ４１．７ １１，６５４ ４６．７ 
       
       

（ 純 資 産 の 部 ）     
       

Ⅰ 株 主 資 本      
       

資 本 金 ２，００１ ８．７ ― ― ― ― 
       

資 本 剰 余 金 １，６００ ７．０ ― ― ― ― 
       

利 益 剰 余 金 ９，１２６ ３９．９ ― ― ― ― 
       

自 己 株 式 △  １６ △ ０．１ ― ― ― ― 
       
       

株 主 資 本 合 計 １２，７１２ ５５．５ ― ― ― ― 
       
       

Ⅱ 評価・換算差額等      
       

   その他有価証券評価差額金 ４１６ １．８ ― ― ― ― 
       
       

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 ４１６ １．８ ― ― ― ― 
       
       

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 ４ ０．０ ― ― ― ― 
       
       

純 資 産 合 計 １３，１３４ ５７．３ ― ― ― ― 
       
       

負 債 純 資 産 合 計 ２２，９０７ １００．０ ― ― ― ― 
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（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
(平成 18 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 18 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 
  ％  ％  ％ 
（少数株主持分） ― ― ― ― ― ―

       

（ 資 本 の 部 ）     
       

Ⅰ 資 本 金 ― ― ２，００１ ９．２ ２，００１ ８．０ 
       

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ― ― １，６００ ７．３ １，６００ ６．４ 
       

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ― ― ８，８１４ ４０．４ ９，２３５ ３７．０ 
       

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― ― ３１２ １．４ ４８６ ２．０
       

Ⅴ 自 己 株 式 ― ― △   ８ △ ０．０ △  １５ △ ０．１
       
       

資 本 合 計 ― ― １２，７２１ ５８．３ １３，３０９ ５３．３
       
       

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 ― ― ２１，８２３ １００．０ ２４，９６３ １００．０ 
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２．中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 百 分 比 金    額 百 分 比 金    額 百 分 比 
  ％  ％  ％ 
Ⅰ 完 成 工 事 高 ９，９０７ １００．０ １０，４９８ １００．０ ２６，３８２ １００．０ 
Ⅱ 完 成 工 事 原 価 ８，０７７ ８１．５ ８，５００ ８１．０ ２１，６３１ ８２．０ 
       
       

完 成 工 事 総 利 益 １，８２９ １８．５ １，９９７ １９．０ ４，７５１ １８．０ 
       

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，９２４ １９．５ １，９７５ １８．８ ３，９２５ １４．９ 
       
       

営業利益・損失(△) △   ９４ △ １．０ ２１ ０．２ ８２６ ３．１
       

Ⅳ 営 業 外 収 益       
受 取 利 息 ８  ６  １３  
受 取 配 当 金 ９  ７  １４  
保 険 金 収 入 １４  ７  ―  
貸 倒 引 当 金 戻 入 １３  １１  １２  
そ の 他 １３  １５  ５０  

       
       

営 業 外 収 益  計 ６０ ０．６ ４９ ０．５ ９１ ０．４
       

Ⅴ 営 業 外 費 用       
支 払 利 息 ２  ２  ４  
そ の 他 １  １  ２  

       
       

営 業 外 費 用  計 ３ ０．０ ３ ０．０ ６ ０．０ 
       
       

経常利益・損失(△) △   ３７ △ ０．４ ６７ ０．７ ９１０ ３．５ 
       

Ⅵ 特 別 利 益       
固 定 資 産 売 却 益 ０  ７７  ７７  

投資有価証券売却益 ―  ―  １５  
       
       

特 別 利 益  計 ０ ０．０ ７７ ０．７ ９３ ０．４ 
       

Ⅶ 特 別 損 失       
固 定 資 産 売 却 損 ―  ０  ０  
固 定 資 産 除 却 損 ７  １  ５  
投資有価証券評価損 ０  ―  ―  
ゴルフ会員権評価損 ０  ―  ―  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４  ―  ―  
特 別 退 職 金 ６  １５  ３４  

       
       

特 別 損 失  計 １８ ０．２ １６ ０．２ ４０ ０．２ 
       
       

税 金 等 調 整 前 中 間 
（当期）純利益・純損失(△） △   ５５ △ ０．６ １２８ １．２ ９６３ ３．７ 

       

法人税、住民税及び事業税 ２３  ２９  ３８２  
法 人 税 等 調 整 額 △   １３  ５１  ６３  

       
       

 ９ ０．０ ８０ ０．８ ４４５ １．７ 
       
       

少数株主利益・損失(△) △    ４ △ ０．０ ― ― ― ― 
       
       

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
・ 純 損 失 （ △ ） △   ６０ △ ０．６ ４７ ０．４ ５１７ ２．０ 
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３．中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 金    額 
     

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）     
Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  １，６００  １，６００ 

     
     

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高  １，６００  １，６００ 
     
     
     

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）     
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ８，８３８  ８，８３８ 

     
     

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高     
 １ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４７ ４７ ５１７ ５１７ 

     
     

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高     
 １ 配 当 金 ７２ ７２ １２０ １２０ 

     
     

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   ８，８１４  ９，２３５ 
     
     

     
 
４．中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日） 

（単位：百万円） 
 株主資本 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,001 1,600 9,235 △15 12,822

当中間連結会計期間の変動額  

剰余金の配当 △48  △48

中間純損失 △60  △60

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
 ―

当中間連結会計期間変動額合計 ― ― △108 △0 △109

平成 18 年 9 月 30 日残高 2,001 1,600 9,126 △16 12,712

 
 評価・換算差額等 

 
その他有価

証券評価差

額金 

評価・ 

換算差額 

等合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 486 486 ― 13,309 

当中間連結会計期間の変動額   

剰余金の配当 ― △48 

中間純損失 ― △60 

自己株式の取得 ― △0 

株主資本以外の項目の 

当中間連結会計期間変動額（純額） 
△69 △69 4 △64 

当中間連結会計期間変動額合計 △69 △69 4 △174 

平成 18 年 9 月 30 日残高 416 416 4 13,134 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書 
      （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度
自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

期 別 
 
 

科 目 金    額 金    額 金    額 
    

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 
純 利 益 ・ 純 損 失 （ △ ） △    ５５ １２８ ９６３ 
減 価 償 却 費 ９２ １０１ １９６ 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ― ４ ８ 
の れ ん 償 却 額 １０ ― ― 
貸倒引当金の増減額（減少：△） △     ７ △    １５ △    １７ 
工事損失引当金の増減額（減少：△） ７８ ― ― 
退職給付引当金の増減額（減少：△） △    ２５ △    ８３ △    ９７ 
その他引当金の増減額（減少：△） △    ４６ △    ８２ △    ５０ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △    １８ △    １４ △    ２７ 
支 払 利 息 ２ ２ ４ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― ― △    １５ 
固 定 資 産 売 却 益 △     ０ △    ７７ △    ７７ 
特 別 退 職 金 ６ １５ ３４ 
売上債 権の 増減額 （増 加：△ ） ４，６４５ ６，２０２ ２，４２５ 
未成工事支出金等の増減額（増加：△） △ １，３６８ △   ６４９ △   １９５ 
仕入債 務の 増減額 （減 少：△ ） △ ２，１３１ △ ３，４７８ △ １，１６８ 
未成工事受入金の増減額（減少：△） ３５６ ４９ △    １７ 
未払消費税等の増減額（減少：△） △   １７９ △   １４４ △    ３３ 
そ の 他 ３０ △    ６０ △    ４５ 

小   計 １，３８８ １，８９６ １，８８７ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １８ １４ ２７ 
支 払 利 息 の 支 払 額 △     ２ △     ２ △     ４ 
特 別 退 職 金 の 支 払 額 △     ６ △     ８ △    ２９ 
法 人 税 等 の 還 付 額 １ １０ １０ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △   １８２ △   ３５０ △   ５５５ 
営業活動によるキャッシュ・フロー １，２１７ １，５５９ １，３３６ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産の取得による支出 △    ４８ △    ６０ △   １２０ 
有形固定資産の売却による収入 ０ ２１６ ２１６ 
無形固定資産の取得による支出 △    ２５ △     ５ △    ２０ 
投資有価証券の取得による支出 △     １ △    １５ △    ５６ 
投資有価証券の売却による収入 ― ― ２８ 
連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出 ― △    ２１ △    ２１ 
そ の 他 △     ０ ０ △     ０ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △    ７５ １１２ ２５ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 ２０ ２００ ２５０ 
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   １４５ △   ２５０ △   ２２４ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △    ８９ △    ３０ △    ６０ 
配 当 金 の 支 払 額 △    ４８ △    ７２ △   １２０ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     ０ △     ２ △    １０ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △   ２６３ △   １５５ △   １６６ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ８７９ １，５１６ １，１９５ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５，９４３ ４，７４７ ４，７４７ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ６，８２２ ６，２６４ ５，９４３ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（当中間連結会計期間） 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ５社 
連結子会社は、芝浦沖電設㈱、㈱オーテム、㈱オーケーエンタプライズ、沖テレコム㈱、㈱

システムインテックの５社であります。 
主要な非連結子会社 ジェイ・エヌ・オー㈱ 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法を適用していない非連結子会社（ジェイ・エヌ・オー㈱他）及び関連会社（九州沖通

信機㈱）については、中間連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの  移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産  定率法によっております。 
②無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 
②完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会

計期間末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上しております。 
③工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間連結会計期

間末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ

金額を合理的に見積もることができる場合に、その損失見込額

を計上しております。 
④退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 
  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14 年）による定額法により費用処理し

ております。 
  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法

によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。 
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⑤役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(5)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①長期請負工事の収益計上処理 

請負金額 2 億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適用

しており、完成工事高は 101 百万円であります。 

②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（当中間連結会計期間） 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、13,129 百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 
注 記 事 項 

 
（中間連結貸借対照表関係） 
 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,723 百万円 1,688 百万円 1,701 百万円 

２．中間連結会計期間末日満期手形 
中間連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理してお

ります。 
なお、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれております。 
 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 
  受取手形 77 百万円 ― 百万円 ― 百万円 

 
（中間連結損益計算書関係） 
１．当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事

の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の完成工事高と下半期の完成工事高との間に著しい

相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結事業年度末 

株式数(株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

発行済株式     

 普通株式 12,100,000 ― ― 12,100,000 

合計 12,100,000 ― ― 12,100,000 

自己株式     

 普通株式 26,440 1,300 ― 27,740 

合計 26,440 1,300 ― 27,740 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 
２．配当に関する事項 

①配当金支払額 
決議 株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 48 4.00 平成 18 年３月 31 日 平成 18 年６月 30 日

 
②基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後

となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の

総額 

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年 10 月 26 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 48 4.00 平成 18 年９月 30 日 平成 18 年 12 月５日

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記

されている科目の金額との関係 
 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 
現金預金勘定 1,618 百万円 2,163 百万円 2,142 百万円 

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 5,203 百万円 4,101 百万円 3,801 百万円 

現金及び現金同等物 6,822 百万円 6,264 百万円 5,943 百万円 
    

 
（リース取引関係） 
当社は、証券取引法第 27 条の 30 の６の規定に基づき電子開示手続き（EDINET 登録）を行っ

ておりますので記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
Ⅰ 当中間連結会計期間末（平成 18 年 9 月 30 日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ４１０ １，０６３ ６５２ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９９ ５５０ ５０ 

合   計 ９１０ １，６１３ ７０３ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ５０１百万円 
ＦＦＦ ４，６０２百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ４７百万円  

 

Ⅱ 前中間連結会計期間末（平成 17 年 9 月 30 日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ３７３ ８６３ ４８９ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９８ ５３５ ３７ 

合   計 ８７１ １，３９８ ５２７ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ５０１百万円 
ＦＦＦ ３，５００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ５６百万円 

  
Ⅲ 前連結会計年度末（平成 18 年 3 月 31 日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連 結 貸 借 対 照 表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ４０９ １，１７６ ７７６ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９９ ５５３ ５３ 

合   計 ９０８ １，７２９ ８２０ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ５０１百万円 
ＦＦＦ ３，２００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ４７百万円 

 
（デリバティブ取引関係） 
デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める情報通信システム及び電気設備工

事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 
２．所在地別セグメント情報 
在外支店及び在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

３．海外売上高 
海外売上高が連結完成工事高の 10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略して

おります。 
  

４. 生産、受注及び販売の状況 

 

《連結》上半期の完成工事高  
    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 ６，２４０ ６３．０ ６，４６６ ６１．６ △   ２２６ △  ３．５ 
電 気 設 備 部 門 ３，５７７ ３６．１ ４，００７ ３８．２ △   ４２９ △ １０．７ 
そ の 他 ８８ ０．９ ２３ ０．２ ６５ ２７２．７ 

計 ９，９０７ １００．０ １０，４９８ １００．０ △   ５９０ △  ５．６ 
 

 

《単独》上半期の完成工事高  
    （単位：百万円） 

当中間会計期間 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 ５，５８８ ６１．６ ６，０８５ ６１．０ △   ４９７ △  ８．２ 
電 気 設 備 部 門 ３，４８１ ３８．４ ３，８９３ ３９．０ △   ４１２ △ １０．６ 

計 ９，０６９ １００．０ ９，９７９ １００．０ △   ９１０ △  ９．１ 
 

《単独》上半期の受注工事高  
    （単位：百万円） 

当中間会計期間 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 ６，７８１ ６０．４ ６，７５７ ５８．８ ２４ ０．４ 
電 気 設 備 部 門 ４，４５０ ３９．６ ４，７４２ ４１．２ △   ２９１ △  ６．１ 

計 １１，２３２ １００．０ １１，４９９ １００．０ △   ２６７ △  ２．３ 
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